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会議結果報告書 

 

１ 会議名等 令和６年度第１回茅ヶ崎市自立支援協議会代表者会議 

２ 日  時 令和６年５月２３日（木） １４時００分～１６時１５分まで 

３ 場  所 茅ヶ崎市役所本庁舎４階 会議室４・５ 

４ 出 席 者 （委員） 

 ■牧野 浩子 委員（茅ヶ崎市障害者団体連絡会） 

 ■上杉 桂子 委員（茅ヶ崎市障害者団体連絡会） 

 ■瀧井 正子 委員（茅ヶ崎市障害者団体連絡会） 

■柴田 勝一 委員（特定非営利活動法人茅ヶ崎市障害者施設連絡会） 

 ■田島 淳一郎 委員（茅ヶ崎市・寒川町居宅介護事業所連絡会） 

 ■戸祭 高志 委員（茅ヶ崎市・寒川町障害児者通所事業所連絡会） 

 □柏木 雅彦 委員（神奈川県立茅ケ崎支援学校） 

■濱田 盛厚 委員（茅ヶ崎市民生委員児童委員協議会） 

 ■臼井 幹夫 委員（当事者部会（カラフル）長） 

 ■栢沼 玲也 委員（相談支援部会長） 

□譲原 充司 委員（就学後の相談のしくみ部会長） 

 ■高野 宏章 委員（就労・生活支援部会長） 

■岸 丈志 委員（事業所間交流・情報発信部会長） 

 ■太田 英次郎 委員（くらしの基盤強化部会長） 

■竹内 智洋 委員（社会福祉法人碧 地域相談支援センター元町の家） 

■棚橋 利恵 委員（茅ヶ崎市社会福祉事業団 相談支援センターつみき） 

■田中 有希子 委員（茅ヶ崎市社会福祉協議会 障害者生活支援センター） 

■安田 のり子 委員（社会福祉法人翔の会 生活相談室とれいん） 

■加藤 郁子 氏（社会福祉法人翔の会 生活相談室とれいん） 

■守村 妙子 委員 代理 本橋 利恵 副主査（茅ヶ崎市保健予防課） 

 

（オブザーバー） 

■髙丸 やい子 氏（特定非営利活動法人茅ヶ崎市身体障害者福祉協会） 

□田中 秀巳 氏（湘南東部障害保健福祉圏域地域生活ナビゲーションセンター） 

■佐藤 敏彦 氏（湘南東部障害保健福祉圏域地域生活ナビゲーションセンター） 

□大木 教久 氏（一般社団法人茅ヶ崎医師会） 

 

（事務局・事業所） 

■瀬川 直人 氏（社会福祉法人碧 ちがさき基幹相談支援センター Nalu） 

□鐘ヶ江 麻里子 氏（社会福祉法人碧 ちがさき基幹相談支援センター Nalu） 

 

（事務局・障がい福祉課） 

 ■鈴木障がい福祉課長 ■大八木課長補佐 ■荒井課長補佐 ■前田課長補佐 ■大畑副主幹 

■渡邉主査 ■池元主査 ■鈴木副主査 

 

（■：出席、□：欠席） 

５ 会議資料 次第 

【当日資料１】令和６年度茅ヶ崎市自立支援協議会 代表者会議委員名簿 

【資料１－１】茅ヶ崎市の障がい者の現状について 

【資料１－２】各サービスの利用状況（月平均の人数） 

【資料２】障がい者虐待通報・相談受付状況 

【資料３－１】令和５年度 相談支援実施状況（相談支援センターつみき） 

【資料３－２】令和５年度 相談支援実施状況（地域生活支援センター元町の家） 

【資料３－３】令和５年度 相談支援実施状況（茅ヶ崎市社協障害者生活支援センター） 

【資料３－４】令和５年度 相談支援実施状況（生活相談室とれいん） 

【資料４－１】未就学児の相談のしくみ部会報告書（令和５年度第３回） 

【資料４－２】就労・生活支援部会報告書（令和５年度第４回） 
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【資料４－３】くらしの基盤強化部会報告書（令和５年度第４回） 

【資料４－４】当事者部会報告書（令和５年度第３回） 

【資料５－１】代表者会議委員による基幹相談支援センター・地域生活支援拠点等の検証・検討 

【資料５－２】基幹相談支援センター実績報告/検証・検討シート（令和５年度） 

【資料６】地域生活支援拠点等の機能・取組状況の検証・検討シート(令和５年度) 

【資料７－１】就学後の相談のしくみ部会報告書（令和６年度第１回） 

【資料７－２】地域生活支援拠点等整備進化プロジェクト会議報告書（令和６年度第１回） 

【当日資料３】医療的ケア児等への支援検討プロジェクト会議報告書（令和６年度第１回） 

６ 議 題 １ 開会 

２ 会長・副会長の選出について 

３ 第７期茅ヶ崎市障がい者保健福祉計画について【当日資料】 

４ 議題 

（１）昨年度事業報告 

①茅ヶ崎市障がい者の現状【資料１－１】、【資料１－２】 

②障がい者虐待通報・相談受付状況【資料２】 

③相談支援事業所報告 

・相談支援センター つみき【資料３－１】 

・地域生活支援センター 元町の家【資料３－２】 

・障害者生活支援センター【資料３－３】 

・生活相談室 とれいん【資料３－４】 

④専門部会の活動報告について 

・未就学児の相談のしくみ部会【資料４－１】 

・就労・生活支援部会【資料４－２】 

・くらしの基盤強化部会【資料４－３】 

・地域支援体制強化部会 

・当事者部会（カラフル）【資料４－４】 

 

（２）基幹相談支援センターの検証・検討について【資料５－１】、【資料５－２】 

（３）地域生活支援拠点等の機能・取組状況の検証・検討について【資料６】 

（４）専門部会の活動予定について 

・就学後の相談のしくみ部会【資料７－１】 

・就労・生活支援部会 

・くらしの基盤強化部会 

・当事者部会（カラフル） 

・事業所間交流・情報発信部会 

・相談支援部会 

・地域生活支援拠点等整備進化プロジェクト（えぼプロ）【資料７－２】 

・医療的ケア児等への支援検討プロジェクト【当日資料３】 

（５）その他 

７ 概要及び主な意見 

 

１ 開会 

  事務局の鈴木障がい福祉課長より以下説明。 

・委員紹介、欠席連絡、オブザーバーの紹介。 

・令和６年４月２５日に行った令和６年度茅ヶ崎市自立支援協議会全体会での「令和６・７年度の茅ヶ崎市自

立支援協議会について」の資料を一部訂正。資料の中で、「地域課題の抽出の場については、各部会から上

がったものを運営会議で検討する形としました。」、「運営会議は各部会から抽出された地域課題を吸い上

げる場」と記載したが、正しくは、「地域課題の抽出の場については部会とし、各部会から上がったものを

運営会議で検討する形としました。」、「地域課題を検討する場であり、各部会のテーマ設定や方向性、内

容、必要な構成員などを確認、意見交換をする機関である」であった。運営会議は自立支援協議会全体の方

向性を示す場であり、舵取り役を担っていること。 
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・自立支援協議会の趣旨は、障がいのある方の地域生活を支援するため、市及び関係機関等は、相互の連絡を

図ることにより、地域における障がいのある方の適切な支援に関する情報及び支援体制に関する課題につい

て情報を共有し、関係機関等の連携の緊密化を図ることが目的であること。 

・令和６年４月１日の法改正で、個別の支援にかかる検討に基づく地域の支援体制の検討を明確化したことに

伴い、協議会関係者に対して守秘義務を課すことになったこと。 

 

２ 会長・副会長の選出について 

茅ヶ崎市自立支援協議会設置要綱第５条第２項に基づき、委員の互選により、会長に柴田委員、副会長に瀧井

委員を選出。 

同要綱第６条の規定により、以降、柴田会長が議事進行を担う。 

 

３ 第７期茅ヶ崎市障がい者保健福祉計画について 

資料に基づき、事務局（市）より報告。質疑なし。 

 

４ 議題 

（１） 昨年度事業報告 

① 茅ヶ崎市障がい者の現状 

資料に基づき、事務局（市）より報告。質疑なし。 

 

② 障がい者虐待通報・相談受付状況 

資料に基づき、事務局（市）より報告。 

  （質疑応答） 

●上杉委員 通報件数に対し虐待認定件数が非常に少ないのはなぜか。通報しても認定されないという

諦めに繋がる懸念がある。 

〇事務局

（市） 

事実確認の結果、虐待認定に至らなかったケースがほとんどであったが、認定に至らずと

も、改善した方が良いものはケースとして引き続き対応している。 

●上杉委員 「虐待者は別のグループホームに移動した。改善計画に基づく支援体制の見直しがされて

いる。」とあるが、虐待者に対する研修や改善の手だてはされているのか。 

〇事務局

（市） 

グループホームを辞めた後の対応までは追い切れてないが、事業所やグループホームに対

し、引き続き職員研修体制や対応計画などを出してもらっている。 

●とれいん 

安田氏 

不適切な金銭管理は、経済的虐待ではなくて心理的虐待なのか。 

また、改善のための具体の対策について報告があると、他の事業所にとっても良い報告に

なる。 

〇事務局

（市） 

金銭的搾取や意図的な経済制裁があった訳ではなく、不適切な対応により本人が精神的に

追い込まれた事から、心理的虐待との認定となった。 

改善計画では、研修体系の組み直し、職員の勤務体制の見直し、演習の開催、職員対応の

細かい決め事など、丁寧に対応していただいている。 

●栢沼委員 意見として、障がい者虐待防止センターが、市の中でタイムリーかつ適切丁寧に対応でき

るだけの体制整備がされているのか疑問。今後の体制を検討してほしい。 

 

③ 相談支援事業所報告 

資料に基づき、各相談支援事業所より報告。 

  （質疑応答） 

●牧野委員 LINE、チャット、メール等での相談体制を検討または実施している事業所はあるか。 

〇元町の家 

竹内氏 
メールでの対応の後、来所または訪問する形はある。 

●牧野委員 精神障害や引きこもりの方は、電話や対面での相談のハードルが高く、LINE やチャット

なら訴えやすいと想像する。ここに連絡したら助けてと言えるフォーマットができるとい

い。 
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④ 専門部会の活動報告について 

各部会部会長または部会事務局より報告。 

（質疑応答） 

●上杉委員 就労支援部会での就労実習体験について、就労移行支援、就労定着といった福祉サービス

との違いは何か。自立支援協議会では、就労、支援についての課題抽出が非常に大事だと

思うが、少し見えにくい。 

〇高野委員 体験実習は、企業に対する障がい者雇用を普及させたいとの考えから始まっている。働い

た経験があまりない方が働く体験をすることで、就労に向かっていける場を設けたい、と

いう部分が就労移行との違い。出来れば B型事業所などから募集したかったが応募がな

く、当初の狙いと異なる方が体験することとなった。これは今後の課題である。 
 

（２） 基幹相談支援センターの検証・検討について 

資料に基づき、事務局（市）とちがさき基幹相談支援センター Nalu より説明・報告。質疑なし。 

 

（３） 地域生活支援拠点等の機能・取組状況の検証・検討について 

資料に基づき、事務局（市）より説明。 

（質疑応答） 

●上杉委員 緊急時の受け入れ対応を行った事業所と、体験宿泊を行った事業所はどこか。具体的な名

前が挙がらないと当事者はピンとこないし、不安になる。 

〇事務局

（市） 

入所施設は入道雲、水平線で、今回追加されたのがあいる湘南とグループホームふわふわ

茅ヶ崎である。体験宿泊を行った放課後等デイサービス事業所はマザー湘南の、こどもデ

イサービスにじである。 
●上杉委員 マザー湘南は、医療的ケアのある方が中心の緊急ということか。 

強度行動障害のある自閉の子の親や、そういう家庭で親に何かあった場合の子ども本人を

緊急受入れできる事業所はないのか。 
〇事務局

（市） 

マザー湘南での体験的宿泊は平成２９年度から実施しているが、基本的にはマザー湘南の

利用者で、医療的ケアのある方が体験した。 

緊急時の受け入れでは、特定の障がいのみ受け入れるという形ではないため、強度行動障

害がある方も対象になるが、実際の受け入れ可否の判断は、職員体制なども影響があるた

め、その時の調整になると思う。事業所数が増えれば対応できることも増えるので、取り

組みを進めていく。 
●上杉委員 専門的人材の確保・養成の、発達障がい専門相談員事業について、川並相談員の他にも臨

床心理士がいるのか。 

〇事務局

（市） 

荻野相談員というアメリカで臨床心理の勉強をされた方がいる。昨年度までは本市の母子

保健の相談員も受けていた。 
●牧野委員 緊急時の受け入れは事前登録が必要なのか。 

荻野相談員については、どういう経路を辿って行けば相談できるのか。 

〇事務局

（市） 

事前登録が必須ではないが、登録により、どのような方かの把握ができるため、可能な範

囲で事前登録をしていただきたい。 
発達障害専門相談員は、相談支援事業所をはじめとする市内事業所の職員に対する相談や

研修等による支援者支援の事業で、一般の方からの相談は想定していない。 

●牧野委員 地域生活支援拠点事業として、障がい福祉課から依頼し、研修してもらっているというこ

とか。 

〇事務局

（市） 
その通りである。 

●瀧井委員 放課後等デイサービスは、医療的ケアが必要な障がい児が宿泊できる施設なのか。 

また、体験の機会・場の確保とは、例えば障がい者が地域で一人暮らしの体験をする場と

いうイメージがあった。機能と取り組み状況がリンクしない。 

〇事務局

（市） 

放課後等デイサービス事業としての宿泊はしていないが、安心生活支援事業の体験的宿泊

として実施した。当事業者は、医療的ケアの必要なお子さんが普段利用している施設であ

り、将来の短期入所の利用等も踏まえ、児にとっては泊まり、親にとっては預ける体験の

機会を作っていただいた。 
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また、国が想定している体験の場の機会・場の確保というのは、地域移行や、親元から自

立するというのが基本的な想定になっているため、市が行っている事業と直接関連してく

るのかと言われると、確かに委員のおっしゃる通りである。しかし地域生活支援拠点の中

で、体験する機会や場の確保は必要だと思っており、今後取り組むべきことだと考えてい

る。 
●とれいん 

安田氏 

ここ数年、学校を卒業する時点で、自宅から外に出られない方が目立っている。学校にも

短時間しか通えない、または通えていない方が社会参加していくための足がかりが難し

い。 

令和６年度の制度改正で、生活介護は６時間来所しないといけない規定になり、そういっ

た方々にとって生活介護は成立しない事業になってしまった。短時間利用或いは少ない日

数の利用で社会に参加できるような形を整えていくことは、とても大事な事業と考えてい

る。体験宿泊に限らず、日中活動への参加として、短時間利用など体験の機会としてご検

討いただきたい。 

 

（４） 専門部会の活動予定について 

各部会事務局より報告。質疑なし。 

 

（５） その他 

・上杉委員より、秦野市にて６月２９日の土曜日の２時から開催する又村あおいさんの夏の陣という講演会

「この報酬改定、なぜなぜ。令和６年度障害福祉サービス等報酬改定から見えてきたもの」の紹介。 
・事務局（市）より、７月６日から茅ヶ崎のサザンビーチで開催するバリアフリービーチイベントの紹

介。 

 

以上  
令和６年６月４日作成 

 

 


